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7  都市聖水害に対する自治体の備えと対応およびその強化 
―「東海豪雨」に対する春日井市の事例を中心に ― 

名古屋大学 村 上 

はしめに た場 台 、 十壊 23 、半壊 t89 、 。 叩 丁 L コ 壊 l7l と ，ラパ 、。十 L で 

L 帝七 ンスーンの気候下にあるねか国ては、 との 地 ある。目人の 被匡 は床上浸水と                               それ 

域も人きな回水害に見舞われる可能性かある，天災は それ 24 ， 609 世帯 と 41 ， 2% 巾拷 を数えた。戸水の 忙           

避けられないか、被害を最小限に食い止める努力はし もなった河 Jll の波堤は 20 カ 所を故 え、                               

つつけなけれはならな :@ 。被害を抑えるには f ， 廿         て起こった。 支庄 関戸ては、道路の損壊 か 2 ， 299 ゎ， l 

対策か必要てあ り それは絶えす 見卜 され よ 冠水 か 3 ， 461 力可 そして鉄道下通 か 凹カ所 "L - 

り良いものへ 二改十 されていくのか望まし。 、 ー地 乃 「 l た @O 

古体は、風水害をはしめとする災害の 発 寸時に住 民 の 愛知 戸 、ては 1959 む -9 月の イノ + 把湾 L 風て 3 ， lbbL ， w サー 

安全を確保する役割を担っている，こうした役割を十 者をたしたことかあ り 

午 L 果 たすためには、想定される災 ム に対して日頃 か 被害は多くはなかった。 しかし、床」 F 水 、                       
  卜 分な備えをしておく必要かある。 しかし現実には、 を 合わせて 5 万世帯 万 くか水に目かり                         

災 空か発生してしまってから、ようやくその対策を考 幸 を受けるというのはやはり尋常てはな l @ 木 ， 

えるという場合 か 少なくない。 2000 年 g9 月 1t1 口から 12 による被害は地 城 的に偏っており、名士 室 市の L 方 。 

口にかけて 束 海地方を山心に発生した集中 豪 ・ @@%@ は、 れる庄内川水 子 C7j 新 @ll 、新地 戯 Jll 、 招占岸市 L ， 人 

こうした現夫をはからすも証明                                       川 、それに尾張と . 」 二 

刀すると、 この 災 T の対 @ しの仕方には日 冶 仏間 てぷヒ ' 〃 しかった。 
          備えん、かんによって被害か大きく メ。イされ ） 。 H ま L L ィ 卜 十 （ l l l 4 2 ｜ l@l ― ト人 

ることもまた切らかになった。本 福 ては、東海地方を 島町 (4 川 09 世帯 ) て とくに多かったか、                               
襲った、 LCD 集中豪雨すなわち「東海 豪巾 」のさ l@ に、   
口 治体かいかなる対応行動をとったか、 とくに行動の てある。名古屋市ては二級 河 Jll の犬 L                                   
前提となる情報の収集かとのように行われたか、 とい 高にまて達してこれまての 記 針を ヴ り笛え、 いた る と 

う 山について検討を行う 。 取り t けたのは愛知県春日 ころて堪功の護岸や法面 か崩壊した。これによって心 
井市てあり、 R 市の対応は大きな被害を受けた他の口 木・ 漏水か 起こり、 上古からの 溢 水と内 水 L 息上 7 
治体と比較すると よく 川 練されたものてあった こ       て、 中 下流域を [@l L ・ こぬ 。 、範囲 て卍水被 土か トせ       

われる。実際にはどのよう                                                     名古屋市ては人 Flll のほかに、 新 Jll や新地蔵                       
切に対応てきたとするならばその理由は何か、 という による目木 被舌 も大き                                                   
占 を中心に検 L する， 堤し 、 曲 枇杷 LW  汗 lll 町をはしめとする広               

ねたって深なな被害をもたらした。 * l l 丁技堤 ― た刀 

「 東海豪雨と自治体による気象情報の収集 は、流域からの洪水流出のほかに、 几堰を趣 流したげ 
い ) 東海豪雨 と 被害の概要 り 高い水 L か L 時 3q 統 いたた 

2000 年 (9 月 111 日から 12 日にかけて、 口本 付近に停滞 めてある。 天 白川、 新 Jll はともに人 [                                       

していた秋雨前線は、台風 14 弓 からの 賎 かく湿った空 買心する 耶 市阿 Jll てあ り とや 臣。す、ま 

気を大量 に受けて活発になった。 口 日昼過きから 屯 甚大てある。 境 l@  凍 E 門鹿 ， な 

                                        始め 発達した 巾芸は                                                 pL をむ える時 卜昌 と流域ての       

から愛知県内部に次 ク と流れ込み、同日 夕 方か         して本束の 排八桟杜を允坤 することかてきな '  - 

くにかけて、愛知 早内て E 録的な降雨となった。 某 lJ 
による愛知県 LL 被害は 甚 たしく、 7 名か亡くな - た (2) 自治体による気象情報の収集と対応 
ほか、負傷者か l07 名 あった。 住家椴 害を世帯 敬 て見 ズア後に要知県か 芙 施した a かによれは 栗。 @f タ峯、 ， @ ， 
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のさい l@ 県下 88 市町村のうち 82( 総 回答数に占める割 
合では 32 ・ 9%) は、 気象情報を県から入手して 1@ た 
( 愛知県 、 2001) 。 2 番目に多いのは自治体独自で親 

測して 1@1 る 雨量 計からの情報であり、 54(21 ・ 7 九 ) が利 
用した。 第 3 位 は気象協会などから提供される気象 サ青 

報であり、 53(21L 九 ) の自治体が利用した。今回の 水 
害 でその大きな原因とな ， l た河川に関する水位 情報に 

ついでは、 42(l6.9%) の 自治体が利用したにすぎない。 
東海豪雨は g 用 tt 日から 12 日にかけて起こったが、 

名古 屋 気象台が発表した第 t 報 ( 注意報 ) は口田上時 
45 分に出された。内容は、愛知県西部と東三河南部で 
大雨、 雷 、波浪、洪水のおそれがあると l@ う注意報と 、 

同じく東三 河 北部に対する大雨、 雷 、洪水の注意報で 
あった。さらに 5 時 ;29 分に気象台は、愛知県西部に対 
して大雨、洪水の警報と 雷 、波浪の注意報を出した。 
大雨と洪水につ 1@ ては、 1 時 45 分の注意報が警報に切 
り替えられた。この気象台の警報を受けて、愛知県は 
県西部に大雨・洪水警報を発表した。同時に県は、 第 
2 次 非常 酊備 ( 準備態勢 ) を敷き、消防防災 課 内に災 
害対策本部を設置した。 しかしその後は、 タ 右近くに 
なるまで態勢に大きな変化はなかった。 

名古屋気象 缶 は口日早朝に愛 知 県西部に対して大雨、 
洪水の警報を出して以降、 暫時 、大雨に関する気象情 
報を発表した。このうち愛知県に関するものは、 6 時 
40 分の 第 t 号を 伎 切りに、 8 時 10 分の 第 2 号 、 12 時折 
分の 第 3 号 、 13 時 C30 分の 第 4 号 へと続いた。そして川 
時 l5 分 、「愛知県記録的短時間大雨情報 第十 号 」が 
発表された。この情報が発表される 2 時間ほど前の 川 
時から f7 時までの士時間に、 名古屋市の西に位 置する 
八 開村で田 皿 の雨量 を記録した。この記録が尋常でな 

いことに気づ l@ た気象台は先の発表を行ったが、気象 
台のある名古屋市千種区では日時から 19 時までの時間 
雨量 が 93mm にも達した。「愛知県記録的短時間人雨情 
妬 はその後もほば上時間おきに発表され、 12 日の 2 
時 l5 分に第 6 号が発表された。 

川 災害対策本部の設置 と 避難勧告の発令 
名古屋気象 卜の 「愛知県記録的短時間大雨情報 第 

I 弓 」を受けて、愛知県は川時に第 2 次 非常配備を準 
備態勢から警戒態勢へと切り替えた。県が警戒態勢へ 
の切り替えを行った 19 時までに、県内の 45 市町村が災 
害対策本部を設置して lv る 。もっとも早期に設置した 
―宮市、呑口杵市、 西春町 、― 色町 は、口日の 5 時四 
分に災害対策本部を設けた。この時刻は名古屋地方気 
象台が愛知県西部に大雨・洪水警報を出したときであ 

り 、 これらの市町は気象台の警報をふまえて災害対策 

本部を設置したと思ねれる。対策本部を設置する自治 
体 数 はその後 徐セ に増えてゆき、 口 日午前中の設置 数 
はは、 17 時までにその 数は 21 に達した。降雨状況が尋 
常でないことが明らかになった 17 時以降は設置数が急 
激に増え、 20 時までの 3 時間で 叩 の自治体が新たに 災 
害対策本部を設置するに l@ たった。 

今回の豪雨にさ l@ して、 23(26 ・ 1 九 ) の市町村が避難 
勧告を出した。これらのうち、避難勧告・指示の基準 
を定めて l@ たのは 18 市町村である。判断基準でもっと 
も多 l@ のは河 Jll 水位 情報 (26.1%) であり、以下、降雨 
状況 (24 ， 6 お ) 、浸水被害状況 (20 ・ 3 九 ) 、気象情報 (20 ・ 

3%) の 順である。市町村による避難勧告・指示の情報 
は、 どのように伝達されたのであろうか。同じ愛知県 
の調査 ( 愛知県、 2001) によれば、住民への伝達手段 
・方法でもっとも多かったのは、広報 車 ( 複数回答可 

で、全体の 22 ・ 6 低 ) である。区長を通 じての伝達が第 
2 位 で 19 ・ 4 九 、以下、消防車 (17 ・ 7 光 ) 、消防団員・ 
水防団員 (14 ・ 5 九 ) 、同報無線 (12.9%) の 順である。 
避難勧告を出した 23 の市町村のうち、住民へ情報がほ 
ぼ伝わったと回答したものは 16 (69 ・ 6 九 ) であった。 
半分程度伝わったが 3 (t3.0%) 、あまり伝わらなか 
ったは 4 (17 ・ 4 九 ) である。 

2 ・災害 時 職員行動マニュ 7 ル による春日井市の対応 
(l) 地域防災計画と災害 時 職員行動マニュ @7 ル 

呑口井市は地域防災計画 ( 風水害等災害対策計画 ) 
( 春日井市防災会議、 2000) を策定しており、これに 

もとづいて庁内全体で災害に備える態勢がとられてい 
る。今回、名古屋気象台が 9 月 111 日 1 時 45 分に愛知 倶 
西部に大雨・洪水注意報を発令した時点で、春日井市 
では災害警戒本部が設置された。警戒本部は総務 那 、 

下水道部、建設部、都市開発部、経済部からの 各 2 名 、 

総計 10 名と消防通 信司令室職員によって構成すること 
が風水害等災害対策計画で定められており、今回もこ 
れにしたがって構成された。警戒本部の構成員の職務 
分但 内容は「災害時職員行動マニュアル ( 風水害等 災 
笛 対策 ) 」 ( 春日井市、 2000) に記されている ( 図 1 ) 。 

このマニュ @7 ル は、大規模な風水害が発生したとぎ   

初動態勢の確保や災害の拡大防止のために春日井市の 
職員がとるべき行動を取りまとめたものである。 内否 
は、職員共通 事項、警戒本部職員行動マニュ @7)t@ 、対 
策本部職員行動 -7 ニュア ル からなる。それによれぱ、 
総務部職員は気象・水防情報の収集・記録をはじめと 
する 4 項目にしたがって行動する。下水道部職員は七 
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｜ f 

' 本部車務局部 " l 二   剖理   もこれにしたがって対応がとられ 
た @O 

対 応 時 期 
さて、今回の豪雨では、 9 月 1 

活 劫 内 蓉 日 5 時 29 分に名古 屋 気象 缶 は愛知 
準情 ; 応き・ ; 復旧 県西部に大雨・洪水警報を発令し 

た。この注意報から警報への切り 
部長会 姦 の開催 替えに応じて、春日井市の態勢は 

警戒本部から災害対策本部へ移行 
1 部長の招集 0:0:0 した。この移行手続きも固水害等 災害 村策 計画で定められてお コ 

山 本部長は、必要に応じて副本部長及び全部 艮 を招集した部 
長会議を開催する。 また災害 時 職員口動マニュア ルに 

口 部長会議は、対策本部室で行う 。       したがって、 6 部長会議が招集さ 

2  協議事項               れた。 6 時叩 分に開かれたこの 会 
部長会議で協議する事項は次のとおりとし、必要な資料は 、 議には総務、 下 水 道 建設、 経済 

本部 班 が準備する。                 部市開発の各部長と消防長が出席 

        台周 等による 枝 害が予想されるとき c   し 、気象情報システム             
災害応急対策の方針 

        c         5) とヂ可 Jll 廿冑報 システム (FR I 
日 災害発 坐 初期 

ア 災害応急対策の方針 C S) からの情報をもとに理況が 
イ 自衛隊の災害 派追 要請 把握された。また、 これらの シス 
ウ 避難 刃勒告 、 指ボ 、 誘耳 
エ 県 への応援要求、防災ヘリコプ クーの 要請 テム による 3 時間後、 は時間俊の 
オ 他の自治体への応援要請 予測データも合わせて検討された。 
カ 市医師会等への応急医療要請、医薬品確保要請 
キ 建設協会、管工事業協同組合等への 協カ 要請 その結果 、 第 1 次 非常配備態勢に 
ク 春日井 半 察署との連携 備えて待機することが決まった。 
ケ ライフライン関係機関との連携 第す次 非常配備態勢とは、部長   

( 中部 篭カ 、 東祁 ガス、 NTT 、 県 トラック協会、 県 Lp 
  ガス協会 ) 総括担当者 ( 課長職など ) 全員、 

      c 補佐職・主査職の 半 ・ 数 、 市 k* 全 
      (3) ア 復旧 緊急物資の確保 期 
      イ 関係 挺関 ，関係団体との 連 済協 カ 

課 職員全員が待機する態勢である。 
ウ 災害救助法の 遮 席要請 ただし、 この 6 部長会議が開かれ 
ェ 災害救助法に耳づく救助業務の連用 た時点では大きな災害を予 憩 する 
オ 応急、・ 複 旧対策に係る費用 
カ 義援金の 耳集 、配分 データは見出せなかった。 
キ 避難所の廃止 

3  総括 但 当者 ( 監理担当 ) の招集 0:0  :0 (2) 気象予測情報の収集と避難 勧 
告の発令 

山部長会議の開催に併せ、総括担当者 ( 監理担当 ) を災害情 i           
報室に招集する。 春日井市では、警戒本部態勢に   

なったら 6 つの消防署に設置さ   
図 「 春日井市の災害 時 職員行動 @7 ニュアル ( 風水害等災害対策 ) の ―部 て I¥ る 雨量 計の観測データを海 時 、 

出典 : 春日井市， 2001 ， p ， 53   記録することになって                                   
ly@@ ヘ                                                                     

嚢 の確認、河川の巡視、 ポンブ場の稼働準備を行う 。 地蔵 Jll 、 内津 Jll の水位 が毎時、記録される。さらに、 
建設、経済、 郡市 開発の各部職員は被害通 報等の対応、 気象情報システム (M I CO S) による 3 時間後の 予 
道路冠水・浸水被害の調査、ため池・用水 樋門 その 他 測 雨量 情報も集められる。 口 日川時に問かれた 3 回日 
危険個所の巡視を分 拒 する。そして、通 信司令室職員 の 部長会議において、 3 時間後の予測 巾邑 である 72 ・ 5 

は、消防巡視の指示、情報収集、被害通 報の対応指示 DlT という値が間題とされた。この予測値が異常に多い 
に当たることになっている。春日井市では災害に対す 雨量 であることは過去の経験から明らかであり、 ただ 
る初動態勢がこのように明確に定められており、今回 ちに第 1 次 非常配備態勢の 曄 備指示が出された。 第 1 
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次 非常配備の態勢が整 い 、 16 時 335 分に開かれた災害対 
策本部会議で全 庁 挙げての態勢をとることになった。 

l7 時 頃から下水道部の職員は市内の 河 Jll 巡視を開始 
するー方、建設協会・ ロ ・県に対して連絡調整・依頼 
を行った。また建設部の職員は、すでに午後から行っ 
て l@ た市内道路の巡視を引き続いて行い、下水道部と 
同様、建設協会・ ロ ・県に対する連絡調整・依頼を行 
った。こうした現地把握班のほかに、土嚢運搬指示 班 、 

土嚢運搬作業研、地下道交通 班 はそれぞれの持ち場で 
活動を開始した。市内を流れる 4 河 @ll の水位 情報は河 
jll 情報システ A (FR I CS) から入手できるが、そ 
れ以外に庄内 jll と八日 Jll については、水防情報が愛 矧 
県の防災行政無線 (FAX) で送られてくる。川時に 
八 田 @ll の水位 が警戒 ( 出動 ) 水位 の 4 ・ 7m を超えた。 
同様に、 この時点て地 闘 ll の水位 も警戒 ( 出動 ) 水位 
の 2.Om を上回っていた。川時までの時間雨量 は消防 
署北出張所で 53.OTT を記録した。 

八田川は春日井市の北部から南西方向に向けて流れ 
ており、その支流 ( 新本津用水 ) 上流域に消防署北出 
張所が含まれる。それゆえ、北出張所の時間雨量 と八 
凹 ll の水位 は連動する関係にある。 比時 30 分頃 、災害 
対策本部は、 これまでの経験から八日 Jll 中流部で川の 
流れが左に曲がる右岸地区が危険にさらされる確率が 
高いと川断した。この地区に避難勧告を発令する可能 
性が検討され、 18 時 440 分頃 、広報研は避難勧告文の 作 
成に取りかかった 0 19 時 115 分 、災害対策本部長である 
春日井市長から 昧美町 、花長町の 1 ， 040 世帯に対して 
避難勧告が発令され、報道機関にも連絡された。避難 
勧告の発令に先立って、対象地区の区長・町内会長に 
連絡がとられ、避難所 ( 小学校、学習等供用施設、公 
民館 ) を開設するよう指示が出された。対象地区では、 
広報 広聴 課の車両 と 消防本部の車両が避難勧告を住民 
に知らせた。 

八日 Jll 右岸地区に避難勧告が発令された 30 分後に、 
災害対策本部は職員 1 ， 092 名を招集して対応する態勢 
へ 切り替えた。避難勧告対象地区の避難所に指定され 

ている ;2 つの小学校では、 18 時の時点で開設準備が始 
められた。これら以外の市内にあるすべての小中学校 
で、 20 時に避難所が開設された。避難所開設は、教育 
委員会の職員が行った。避難者が多く備蓄品が不足し 
て I¥ る西部方面 の避難所へは、東部方面 の防災拠点施 
設から備蓄品が搬送された。市内の降雨量 は、 ロ 時を 
ピークとしてその後は急減した。消防署北出張所の 場 
g 、 口日 23 時までの I 時間降雨量 は 8.5mm であった。 
ところがは日の 2 時 頃から再び豪雨となり、 3 時まで 

の I 時間雨量 は 66 ・ STm にも達した。このため八日 jll の 
水位 は再び上昇し、 4 時に再び計画高水位 を上回った。 
3 時 10 分に、八田川と地蔵川が立体的に交差する付近 
の 追進 町の 153 世帯と御幸町の 120 世帯にそれぞれ避難 
勧告が発令された。さらに 3 時 ;30 分には、 南 花長町の 
390 世帯に避難勧告が出された。これにより、市内全 
体では 5 地区、 1 刀 03 世帯が避難勧告の対象となった。 

3 ・電話による水害状況の連絡と市側の対応 
(l) 市民からの電話による水害状況の連絡 

春日井市役所庁舎の 6 階に開設された情報収集室に 
は、災害対策用に 16 本の電話回線が設けられた。残さ 
れた記録によれば、 9 月 ltI 日の 17 時から 1g 日 ttt 時巧 分 
までの延べ 9 日間に災害対策本部に全部で 1 ， 152 件の 
電話連絡があった。これを時間を追いながら見ると、 
It 日が 579 イ牛 (50 ・ 3 お ) でもっとも多く、 12 日の 348/ 牛口 
0 ・ 2%) がこれについで多い。全体の 8 割近くは、降雨 
が激しく、床上浸水や床下浸水の起こった It 日と ぽ 日 

に集中している。 口 日以降も電話はかかってきたが、 
それらは主として水害後の後始末に関するものである。 

災害対策本部に入ってきた電話連絡の中身は実に多 
様である。電話に対応した担当者は用件の内容に応じ 
て分類を行い、必要であれば適切な対応ができるよう 
指示を出している。なにぶんにも緊急事態の最中のこ 
とであり、分類が適切に行ねれたか否かはにわかには 
判断できない。延べ 9 日間全体の電話通 話につ 1@ て見 
ると、床下浸水に関するものが 247 件 (21 ・ 4 九 ) でも 
っとも多い。このうち 75 件については、具体的内容が 
メモ のかたちで残されている。それによれば、「道路 
から自宅に水が入ってくる。」「中原バス停が冠水状態 
にある。」「もうすぐ床上浸水になる。なんとかしてほ 
しい。」など、床下浸水の状況下で手助けを求めるも 
のが多い。 2 番目に多いのは土嚢に関するもので、 13 
3 件 (11.5%) を数える。床下浸水の多くは - 般 家庭 
からの連絡と思われるが、土嚢の手配を求める連絡は 
― 般 家庭に限らない。「土嚢 50 袋を早く欲し l@ 。地蔵 
川の水が田を越えた。」「土嚢が欲しい。長塚橋から 溢 
水して l@ る 。」「土嚢が欲し 1@ 。これが 3 回目の 電 
話 。」など、残された記録からは河 jll 、道路、 公兵 施 
設などの近くで土嚢が必要な状態であったことがわか 
る 。以下、 第 3 位 は道路冠水で 124 イ牛 (10 ・ 8 お ) 、 第 4 
位 は床上浸水で 107/ 牛 (9 ・ 3 九 ) 、そして第 5 位 は溢水 
で 89 イ牛 (7.7%) であった。 

(2) 電話連絡による水害の地域特性 
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災害対策本部に寄せられた電話連絡の総数 l ， l52f 牛 あった。この場合も、 D 、 F 、 G の各地区から lof 牛以 

のうち 89 ・ l おに相当する l 川 27 件については、連絡 者 上の連絡が入っている。 地蔑 川と八 田 Jll に挟まれた E 
の 所在地が記録されている。このため、所在地別 に連 地区、同じ市内西部でも八田川から比較 的 離れている 
絡 内容を調べれば、水害状況の地域性が浮かび上がっ A 、 B 地区からは床上浸水の連絡はほとんど入って い 

てくる。便宜 上 、所在地は川地区 (A ～ J) にまとめ ない。これは、地形と水害との対応関係を反映してい 
たが、 アルフ 77 ベットの早い地区ほど市内の西側に位 る。 

置する ( 図 2 ) 。すなわち、 A 地区は市の西端にあっ 土嚢の手配を求める電話連絡は全部で ll9 件あ     

て名 占 屋市に 鱗 接する地区であり、 J 地区は逆に東部 その 3 分の 上は D 地区からの要請であった。ここでも 
丘陵地にあるい ね ゆる高顧寺ニュータウンがこれに当 F 、 G 地区からそれぞれ 20 件 近くの連絡が入って       

たる。 が、それ以外に内津川流域に当たる I 地区から lgf 牛 の 
さて、総数 l ， 027@ 牛 のうち件数で上位 を占めるのは、 手配依頼があった。田畑やため池が残るこの地区では   

床下浸水、土嚢、道路冠水であり、いずれも l00 件を 溢れ出る水を抑えるために多くの土嚢が必要であった。   

上回る。床上浸水、 溢水 、消毒がこれらに @@l づいてお 道路冠水の連絡も、 これまでと同様、 C 、 D 、 F 、 G 

り それぞれ 60 件を超える。これらを地区別 に見ると、 の各地区からの連絡が多くを占める。なかでも地区 面 
まず床下浸水の場合、 市南部を流れる地蔵 Jll の流域 積 の広い G 地区が全体の 3 分の I を占めている。 G 地 
(C 、 D 地区 ) と同じく市北部から流下する八田川と 区には地蔵 川 、 八田川のほかに内津川も流れており   

その支流の流域 (F 、 C 地区 ) でそれぞれ 20 件を超え 水害に遭う確率は他の地区よりも高い 。 

ている。 高蔵寺 ニユータウン (J 地区 ) を例外として                           ため池などからの 溢 水を知らせる電話 

  、すれの地区からも床下浸水の連絡が入っている。 床 連絡は、 C 、 F 、 G 、 I ｨ 各地区から多く寄せられた。 

上浸水の連絡は床下浸水の半分以下であるが、地蔵 川 台地状の地形が卓越する春日井市の西部、中邪では   

下流域の C 地区からは床下浸水を上回る 32 件の連絡が 主に近世を通 じて用水やため池の建設によって新田の 
開拓が行われた。部市化の進 
展にともない農地は減少して 

99 いったが、用水やため池の 中 
には依然として残されている 
ものが少なくない。住宅地 化 
はこれらの川水やため池の 近 
くにまで 汲 んでいるため、 簗 

雨による出水は危険性をとも 
なう。災害対策本部に寄せら 
れた 溢 水に関する情報は、 こ 

うした危険性を知らせるもの 
である。 

以上のように、今回の豪雨 
による水害の地域性を災害対 
策本部に入った電話連絡を通 
して見ると、春日井市西半分 
の 東側部分でとくに多かった 
ことがれかる。これは、 那市 
河川や用水の流域とほぼ - 致 

しているという点、 それに住 
宅地化が進んだ地域とも - 致 

しているという，点でとくに @ 主   
目すべきである。言うまでも 
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っても、近くに人家がなければ水害は発生しにくい。 
まして、住民からの電話連絡も多くはないであろう。 
そうした意味で、水害は自然的要因とともに社会的要 
因にも大きく作用される現象であり、 それは災害対策 
本部に寄せられた電話通 話の状況によく反映されてい 
る。 

川水害の後始末と被害住民への対応 
9 月 112 日の早朝から、災害対策本部には水害後の後 

始末 や 対策に関する市民からの電話連絡が入ってきた。 
62 件と目立って多 I¥ のは消毒に関する問い合わせや依 
頼であり、 味下 浸水や床上浸水の被害が多かった D 、 

F 、 G の各地区からである。市に対して直接、消毒作 

業を 恢頼 する内容や、区長のところへ必要量 だけ消毒 
液を届けるように依頼するといった内容である。件数 
はいずれも l6 件であるが、 ゴミ処理と汲み取りに関す 
る連絡・依頼も人ってきている。場所は市の南西部が 
多く、出水にともなって流出し堆積した ゴミの 処理と、 
これも出水でトイレに入り込んだ汚泥の処理を依頼す 
る内容である。多くはば日の連絡であるが、 ゴミ処理 
についてはは、 t4 日にも請求の連絡が人ってきている。 

件数は多くないが、助成援助、被災証明、見舞金、 
住宅斡旋に関する問い合わせも行われている。このう 
ち助戊 制度につ 1¥ ては、被害に対する補償はあるのか、 
融資制度はあるか、 などについての問い合わせである。 
被災証明につ l@ てはその発行を求めるものであり、 ま 

た見舞 盆 については、 その有無に対する問い台わせと 
早く交付するよう求める依頼などである。 

これまでは、もっばら災害対策本部に入ってきた電 
話連絡の種類や内容について述べてきた。実際には、 
こうした電話連絡に対してそのつど対応がとられてい 
る。 残された記録によれば、 l ， l52 イ牛 のうち 437t 牛 (37 ・ 

9 光 ) については処理が行われ、 253@ 牛 (22 ・ 0 お ) は理 
地 確認が行ねれた。 12 川牛 (1l ・ 0 お ) は処理不明とな 
っており、残りは対応に関する記録がない。こうした 
ことから、全体の 6 割近くにつ l@ ては何らかのかたち 
で対応がとられたといえる。例えば、口日夜半からは 
日にかけて依頼の多かった土嚢の場合、土嚢運搬指示 
班 と上嚢運搬作業研が連携して依頼場所まで搬送した。 
しかし、中には道路冠水と交通 渋滞のため、 目的地ま 
で土 轟を 搬送するのが容易でなかったケースもあった。 
圭た 、水害による被害調査が市職員によって行われて 
おり、これは見舞金配布先、薬剤散布範囲、税金減免 
対象者のリスト作成に用いられた。 

    

4 ・水害の教訓をふまえた対応策の改善 
(l) 過去の水害体残と地域防災計画の変更 

9 月 111 日 1 時 15 分に名古屋地方気象台が愛知県西部 
に大雨、 雷 、波浪、洪水の注意報を出した時点で、 春 
日井市では災害警戒本部が設置された。その後、注意 
報が大雨・洪水警報に切り替えられたのにともない、 
態勢も災害対策本部の設置へと移行していった。こう 
した素早い対応ぶりには、 199l 年 99 月に同市が経験し 
た 「 内 津川災害」の教訓が生かきれている。春日井 市 
は、 l959 年 9 月の伊勢湾台風で多くの被害を出したあ 
とも、幾度となく風水害に見舞われてきた。なかでも 
口 引年 9 月 l19 日の秋雨前線の活発化にともなう豪雨 禍 
では、床上浸水 l ， ll4 戸 、床下浸水 l ， 460 戸と I@ う大き 

な被害が発生した。これほ市内を流れる内津川が l20 
爪の良さにわたって破堤したためである。被害は住宅 
ばかりでなく、道路の陥没、農地の冠水、土砂流人、 
山崩れなど、広い範囲にわたった。日中のことでもあ 
ったため、 J R 中央線が数時間不通 になり交通 にも支 
障があった。 

この 内 津川災害のときは、 9 月 円口 3 時 15 分に愛知 
県全域に大雨・洪水警報が発令されている。これを受 
けて 愛 川県は災害対策本部を庁内に設置した。春日井 
市では、 これより l5 分遅れて 3 時叩 分に災害対策本部 
を置き 、 同じく 5 時叩 分に非常配備態勢をとった。災 
害復旧態勢として川日には約 750 名の市職員が招集さ 
れ 、 20 日以降も 550 ～ 7700 名の職員が動員された。春日 
井市の地域防災計画はこの災害以前からあるが、 この 
ときの教訓を生かし、翌年からは愛知県西部に大雨・ 
洪水の注意報が出されたら、その時点で警戒本部態勢 
に入るように計画が変更された。 

内 津川災害からの教訓は、これだけにはとどまらな 
かった。現在、春日井市は気象や水防に関する情報を 
日種類の経路から収集しているが、そのうちの 2 つ、 

つまり気象情報システム (M I C05) と河 Jll 情報シ 
ステ A (FR I CS) は内津川災害の翌年から導入さ 
れた ( 図こ 3) 。それまで頼りにしてきた情報システム 
では十分とはいえず、独自に常時、気象情報 や河 Jll 情 
報が入手できるシステムが必要と考えられたからであ 
る。現在、職員の勤務時間帯における気象・水防情報 
は市民安全課において常時把握する態勢がとられてい 
る。また、勤務時間外における初期の気象情報は、 消 
防 通 信司令室において収集される。今回の豪雨では、 
気象情報システム (M I COS) による 3 時間後の 子 
測 雨量 の多さが緊急事態認識の判断材料となり、ただ 
ちに第 十次 非常配備態勢がとられたことは、すでに 辻 
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た行動マニ ーユアル は不可欠てある。 
近隣の自治体に比へて 蕃 日井市か東 
海豪雨に対してより組織的に対応て 
きたのは、こうした， 7 ニュ @7 ルか有   

効に 竺 かされたことが大きい。 

(2) 東海豪雨の教訓をふまえた対応 
策の改善 

春日井市では、今回の豪雨時に職 
員が ヒっ た対応策について見直す作 
業が災害後に早くも開始された。総 
勢 56 名の職員から成る「大雨対策検 
討会」が組織され、 A ～ D の 4 つの 

班に分かれて検討が行われた。 A 瑚 
は情報伝達、避難所、避難勧告、 B 
班 は対策本部態勢、通 報受理、交通 
体系、 C 班 は被害調査、薬剤配布、 
ゴミ ・ 尿尿 、 そ LTD 班 は食料、弱 
者対策、見舞金について検討した。 
検討の結果 、 A 班は 9 項目、 B 班は l 
01 員目 、 C 班は 61@ 目 、 そして D 班は 

8 項目にねたって修正を加えること 
になった。修正箇所は地域防災計画 
と職員行動マニュア ルの 両方にわた 
っている。 

今回の見直しでは数多くの 項 日で 
修正 や追 川が行われたが、 その中で 

図 3  蕃 日井市の気象情報システムと水防情報システム も注目すべきは、避難 埠備 勧告 や避 
出典 : 春日井市， 2001 ， p ・ l7 ， l9 をもとに作成。 難勧告の条件とその伝達方法に関す 

る部分である。愛知県下の市町 朽で 
べたとおりである。 今回、避難勧告を発令したのは 23(@ ｱ った。春日井市 

春日井市は、地域防災計画にしたがって非常配備 態 でも初めて避難 勧苫か 出された。避難勧告の発令 権隈 
勢 時に多数の職員を招集することにしている。しかし は自治体の 艮 にあるが、市町村長が災害の専門家であ 
l998 年までは、 この非常配備態勢時に個 セの 職員がど るとは限らない。避難勧告といういねば非常事態を宣 
のように行動すればよいか、それを細かく決めた @7 二 言するには、それなりの責任がともなう。人命を優先 
ュアル がなかった。このため、「職員行動マニュア し家から離れるように勧告したばかりに、かえって住 
ル 」の作成が行われ、翌年の l999 年から適用されるこ 民を危険にさらしたり、家財を 牙 ることなく水没させ 
とになった。今回の豪雨では、職員はこのマニュア ル てしまった、 という非難を後日受ける 寛旧 さえ             

にしたがって行動した。マニュア ル は、「職員共通 事 ればならない。災害予測というきわめて専門的な 川識 
項」「警戒本部職員行動マニエアル」「対策本部職員行 や 能力が必要とされることがらであるため、 これまで 
動 -? ニュアル」の 3 編 から成る 。 例えば警報が発令 さ 自治 体は畷 味な基準しかも ち あわせていなかった。 春 
れて対策本部が設置された場合、 至叩で l3 セクション 日井市もその例外ではなく、避難勧告準備、避難勧告 
に分かれた各部が準備・応急・復旧の各段階でどのよ ともに、―般 的な条件を記すにとどまっていた。 
うに行動するかが細かく定められている。ただでさえ 今回の見直しで、避難勧告 洋 備の条件として、               
浬叶 状態にある非常時に冷静に対応するには、 こうし                                                                   水位 を 程え 、かつ、引き続き 
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十目当の雨量 が予想されるとき。 」と l@@ う 基準が追加さ 
れた。市内には主要な河川が 4 つあり、それそれ警戒 
( 出動 ) 水位 が定められている。東海豪雨のさ l@ に八 

凹 lL 地蔵 Jll は 9 戸口日の 1;18 時の時点で警戒 ( 出動 ) 
水位 を超え、 内 津川、庄内川も 2 ～ 4 時間後にこの水 
位 を上回った。同様に避難勧告の条件として、「堤防 
の崩れ、堤防からの 漏水 等決壊につながる前兆現象が 
現れたとき。河川の水位 が計画高水位 を超え、かつ、 
引き続き相当の雨量 が予想されるとき。」という基準 
が追加された。今回、地蔵川では l9 時 、八田川は 20 時 
の 各 時点で計画高水位 を上回った。春日井市は、 八田 
Jll 、地蔵川の水位 動向と今後の予測雨量 、それに収集 
した災害予測情報をもとに l9 時 lE15 分に避難勧告を 琵 令 
した。その意味では、避難勧告準備、避難勧告の新た 
な基 曄 作りは、東海豪雨を参考にしながら行われたと 
いえよう。 

今回の見直しで注目されるいまひとつの 点 は、防災 
ボランテイアの支援に関する修正・追加である。春日 
井市は、これまでボランティアの受け入れ体制として、 
「春日井安全アカ チミー と連携し、ボランテイア活動 

の 調整役となるボランテイア・コーディネーターの 養 

成に努める。」という方針を示してきた。今回の修正 
では、春日井市や愛知県のボランテイア講座修了者を 
コーディネーターとして養成することが明記された。 
災害時のボランチイア活動で 圭ず 求められるのは、 必 

要な二 ―ズ に台わせてボランティアをいかに適切に配 
分するかである。そのためには、多くのボランテイア 
を差配するための専門的知識 や ノウハウが必要である。 
災害ボランティアは自治体とは別 個の独立した存在で 
あるが、両者がパートナーシッブを発揮しなければ 活 
動 は円滑には進まない。災害ボランテイア・コーディ 
ネーターの養成は、 自治体側から見た支援策のひとつ 
である。 

おわりに 
本稿 では、 祁市型 水害のさいの自治体の情報収集と 

対応行動につ l ， ¥ て検討した。 2000 年 9 月の東海豪雨は 、 

水害時に自治体がどのように対応できたか、その実態 
を明らかにする機会となった。予想を超える降雨に直 
面 して多くの自治体が戸惑うなか、春日井市では、 過 
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去の水害に学んで作り上げた職員行動， 7 ニュ 7 ル にし 

たがって対応行動がとられた。避難勧告がはじめて奔 
命されたこともあり、人命の損失にはいたらなかった 
が、経済的被害は大きかった。地域防災計画と行動マ 
ニュア ルの 有効性が確認される― 方 、今後さらに改善 
すべき点も明らかになった。 

都市を水害から守るためには、水が ― 度に流出しに 

くい工夫や、安全に流れるような仕組みを作るとこ ろ 

から始めなければならない。かつては 遊 水池であった 
場所やそうした機能を果 たした農地や山林が、急激な 
市衝地化で大幅に減少した。名古屋大都市圏の郊外に 
位 置する春日井市は、 まさしくその典型的地域である。 
口口年の 内 津川災害も、その原因の根底には上流域で 
の著しい市衝地化があり、その後、 内 津川放水路の新 
設によって河川流量 の負荷は軽減された。今後は駐車 
場やテニスコードに遊水機能をもたせたり、雨水の 地 
中 浸透を強化するなど、水害に強い都市構造に向けて 
工夫を凝らす必要がある。 

天災はいつどのように起こるか、それを完全に予測 
することは困難である。われわれ都市住民は、普段は 
気づかないが、いったんことが起これば危険と隣り台 
わせになる、そんな都市環境に住んでいることを自覚 
しなければならない。都市は、経済的あるいは社会的 
な集積メリットを生かすことで成り立って l@ 、 l る 。とも 

すれば恩恵を受けることに 汲セ としがちであるが、 ど 
うしたらメリットに貢献できるかといった側面 にも 思 

を向ける必要がある。具体的には、災害ボランティア 
などとの関わりが想定できる。自治 体 、住民、そして 
ボランテイア・ NPO 、 これらが連携して水害などの 

都市災害に立ち向かう態勢こそ、これからの社会にも 
っとも望まれる防災の姿である。 
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